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研究成果の概要（和文）：個別地点を共通項として災害被害の素因に関するオープンデータと気象庁等の警報等
自然的外力に関する災害の誘因となる情報を自動取得し、統合的に災害情報を提供する情報プラットフォーム
「ハザードチェッカー」の情報品質の向上を目指し改修を行った。改修後の「ハザードチェッカー」の利用確認
ができるWeb調査を実施し、改修による個別地点の災害理解と対策の変容について定量的に確認した。災害の素
因に関するオープンデータと国勢調査の詳細な地域データを統合的に利活用し、災害の深刻度別、属性別人口や
世帯数による被災リスクの推計を行い、災害時に特段の配慮が必要となる個人や世帯のリスクに曝露される領域
での増加などを確認した。

研究成果の概要（英文）：We revised the web-based disaster mitigation information platform, named the
 "Hazard Checker."  By offering the revised web-based disaster mitigation information platform, we 
found this information platform offers disaster information both for the location-based risk and for
 the risks caused by natural forces. By utilizing two web-based questionnaire surveys, we found our 
web-based disaster mitigation information platform can change the understanding of the 
location-specific risk for many users.  The revised disaster mitigation information platform leads 
the changes their personal-based preparation for disaster mitigation.   We also found that the 
residents, who need special consideration in disaster evacuation, like elderly citizens and 
foreigners, are increasing in the risk-facing areas, whereas working generations and households with
 infants are decreasing in the risk-facing areas, using some census data and national land numerical
 information offered as open-data sets.

研究分野： 地理情報システム

キーワード： 防災情報システム　減災　情報品質　情報プラットフォーム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで市区町村単位を中心として提供されてきた災害避難に関する情報や気象などの関連情報に関する空間的
領域がかなり広範囲であるため、個人が直面しているミクロレベルの地点が持つ災害リスクを十分正確に認識し
えない可能性を回避可能とすべく、災害時のリスク情報を地点別に提供するWebベースの情報提供プラットフォ
ームの改良を行った。また改良後のプラットフォームについて広く一般の利用者に対してWeb調査を行い、災害
情報にまつわる課題の明確化を実施した。ミクロレベルを取り巻くメソレベルでの災害リスクに直面する可能性
がある災害時に特段の配慮が必要となる可能性の高い人口や世帯の時系列的変化なども定量的に確認した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究を着手した段階で、居住している地域ないし居住地の地点そのものの固有の特性とし

て有している災害への脆弱性（素因）についての災害リスク情報としては自治体から主に紙媒体
のハザードマップとして提供されている状況であり、紙媒体による複数のハザード情報の個別
的な提供の結果、複数のハザードマップを比較検討することで、居住している地域や地点の災害
リスクを認識せねばならず、個別地点の災害リスクに関する正確で統合的な認識には至らず、結
果として個人や世帯の災害リスクへの対応は十分とはいえない状況であった。 
研究着手以降、日本各地での多くの災害被害を経験する中で、ハザードマップの重要性の社会

一般の認識は向上してきたものの、自然的外力として自然災害の原因となる現象が個別の地点
や地域にもたらすリスク情報（誘因）については、市区町村などを発表単位とする警報などとし
てハザードマップと特に関連付けられることがなく提供されてきた。この結果、実際の現実空間
における個別の地点あるいは地域において災害リスクに直面する人々は、ハザードマップや個
人的経験などから蓄積された地点が持つ災害リスクについての理解と、気象庁などから発表さ
れる地域全体に対して提供される警報などの情報について、それぞれ異なる情報源から別途収
集し、それらを相互に参照しながら災害時の避難行動を検討する必要があり、災害時避難に関す
る情報品質の点では課題があるという認識に至った。この災害情報の提供上の課題を克服する
ため、災害の素因と災害の誘因をインターネット上に公開されている情報を自動で収集し情報
提供するプラットフォームを構築していたものの、可能な限りの多数の情報をこの情報提供プ
ラットフォーム上に一元的に集約し提供することを試みたため、情報提供プラットフォームに
おける提供情報が過多となり、操作性・一覧性・直感的な理解への貢献の点で避難行動の惹起に
資する情報品質としての課題があるのではないか、という懸念があった。これまで、この災害情
報提供プラットフォームの利用により、利用者が関心を有する個別地点の災害認識の変容にど
の程度つながっているかに関する検証も十分とはいえなかった。 
一方、災害時の避難における特段の配慮の必要性があると考えられる様々な属性を持つ外国

人や高齢者などの個人や単身高齢者のみの世帯数などの推計とその推計値の変化などの検討を
行いたくとも、属性別人口や世帯数の推計に一般に利用可能なオープンデータが限られていた
こともあり、都道府県・市区町村単位での災害リスクに直面する人口総数などの集計に多くの研
究上の力点が置かれており、メソ地域空間レベル（市区町村に比べより狭い領域の地域空間）に
おける年齢などの属性別人口や世帯構成別の世帯数、その空間的分布、その時系列的な変化の観
点から詳細に災害リスクに直面する人口や世帯数の推計を行っている研究は存在していなかっ
た。 
 
２．研究の目的 
 様々な災害を我が国の様々な地域が経験する中、自治体を中心として提供されてきたハザー
ドマップとその意義が広く社会一般において認識されつつあるものの、個人の利用を考えた場
合、正常性バイアスなどが存在するため、地域を構成する住居などのミクロレベルの個別地点に
おいて個人が直面する災害被害を生み出す素因を示すものとしては十分認識されず、人々の日
常生活で地点レベルではどの程度の災害リスクに直面しているのか、その災害リスクにどのよ
うに対応しているのかに関しては、これまで十分定量的に確認されておらず、これらを定量的に
把握可能とする 2 回の Web 調査を実施することで災害時に社会が直面する課題を明らかにする
ことを目的とする研究を実施した。また、これまで研究代表者と研究分担者が構築に努めてきた
災害の素因と誘因の情報を統合的に提供する災害情報提供プラットフォームである「ハザード
チェッカー」の課題についてもこの Web 調査により把握し、一般の利用者にとって災害時の避
難の決断に有効な情報とは何か、ということを検討することとした。 
 また、近年、空間領域的にも充実してきた災害リスクと国勢調査の 5 次メッシュ統計といっ
た属性別人口や世帯数に関するオープンデータを利活用し、災害リスクに曝露される可能性が
ある人口を、従来のように市区町村や都道府県単位、ないし全国的な総数で捉えるのではなく自
治体を構成する領域よりも狭いメソレベルの地域空間において、災害時の情報利用に課題があ
り、そのため特段の配慮が必要となる外国人や高齢者人口や単身の高齢者世帯などが直面する
災害リスクの程度とその空間分布、および時系列的変化の特徴について、定量的な確認を試みる
こととした。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的を達成するため、科研費などを利用してこれまで開発、改良を続けてきた災害情報
提供プラットフォームである「ハザードチェッカー」のインタフェースについて、災害情報をわ
かりやすく伝えるための改修を実施した。改修後の災害情報提供プラットフォームについての
一般の利用者を対象とした 2 回の Web 調査を行い、地域の個別地点において生活を行う人々の
災害リスクの認識と、「ハザードチェッカー」による関心地点に関する災害リスクに関する認識



の変化、災害リスクへの対応行動に関する意識の変容などについての調査を行った。 
 また、近年充実してきた多様なオープンデータを利活用し、災害リスクに直面する地域の災害
リスクの深刻度別に、属性別人口や世帯数の変化を定量的、空間的にとらえたうえで、複数年次
の国勢調査のデータを利用することで、災害リスクエリアで災害リスクに直面する人口構造の
時系列的変化とその空間構造の変化についても定量的に確認することを試みた。 
 
 
４．研究成果 
 2 回の Web 調査の結果から、これまで継続的に改修した災害情報プラットフォームである「ハ
ザードチェッカー」の有効性と課題を定量的に明らかにした。また、これまでハザードマップ自
体が自治体から主に紙媒体や Web 上で配布されているものの、個人が関心を持つ地点そのもの
について複数のハザードマップ上でそれぞれ個別の地点として特定し、その地点における複数
の災害リスクを確認する必要があった。ミクロな空間である個別地点において人々や世帯が直
面する各種の災害リスク（素因）を容易かつ一覧性を持った形で確認可能とするよう「ハザード
チェッカー」の改修を行い、より高い情報品質を持つ災害情報の提供を可能とした。改修後の「ハ
ザードチェッカー」の利用により、個人の生活圏である個人の住居といった地域のミクロレベル
空間である個別地点そのものの災害リスクに関する意識の変容がもたらされうることも確認し
た。 
 さらに、災害リスクを抱える地域の一部では、災害時に特段の配慮が必要とされる可能性が高
い高齢者や外国人人口、単身高齢世帯数の増加などが確認される一方、同地域の生産年齢人口の
減少、6歳児未満の世帯員のいる世帯など災害リスクの回避を窺わせる傾向が確認され、地域の
災害対応策の社会構造的・空間的な偏在など地域社会での災害対応上の課題となりかねない側
面の一端を明らかにした。 
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